
令和５年度第１回山口県地方薬事審議会 次第 

 

日 時：令和５年７月１１日（火） 

                                    １４：００～１５：３０ 

場 所：県庁１階 視聴覚室（ＷＥＢ併用）            

 

１ 開 会 

 

 

２ 健康福祉部長あいさつ 

 

 

３ 議 題 

第１号 地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局の認定及び進捗状況について 

（審査基準等の現状維持、目標年度の設定） 

第２号 薬局における在宅医療関連指標の設定について 

（第８次医療計画関係） 

第３号 薬剤師確保策について 

（第８次医療計画関係） 

 

４ 報告事項 

１ 令和４年度第２回山口県地方薬事審議会に係る質問及び意見について 

２ 薬学的な健康サポート推進事業について 

３ 「STOP！大麻！」対策強化事業について 

４ 献血インフルエンサー育成事業について 

５ 薬工連携医薬品産業強化事業について 

 

５ その他 

 

 

６ 閉 会 

  



【資料】 

 

- 次第 

- 出席者一覧 

 

議題１ 地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局の認定及び進捗状況について 

- 資料１：地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局の認定状況等について 

- 資料１-１：地域連携薬局の審査基準の考え方 

- 資料１-２：地域連携薬局において都道府県知事に裁量が認められている 

要件について 

- 資料１-３：専門医療機関連携薬局の審査基準の考え方 

議題２ 薬局における在宅医療関連指標の設定について 

議題３ 薬剤師確保策について 

 

報告事項 

- 報告資料１：令和４年度第２回山口県地方薬事審議会に係る質問及び意見

について 

- 報告資料２：薬学的な健康サポート推進事業について 

- 報告資料３：「STOP！大麻！」対策強化事業について 

- 報告資料４：献血インフルエンサー育成事業について 

- 報告資料５：薬工連携医薬品産業強化事業について 

 

参考 

- 認定薬局の取得に向けたマニュアル 



資料１

地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局の認定状況等について

〇認定状況に関する報告

認定薬局数（令和５年７月１０日時点）

・地域連携薬局 ：２６薬局（R5年3月から＋2）
・専門医療機関連携薬局： ２薬局（R5年3月から変化なし）
※うち１薬局は地域、専門の両方で認定

〔目標：2035年〕
地域連携薬局：原則、日常生活圏域(中学校区（154校区）)ごとに１薬局以上
専門医療機関連携薬局：二次医療圏（８医療圏）ごとに１薬局以上
※2022年度認定薬局数（地域＋専門）進捗状況 → 実績：26薬局 2022年度目安：29薬局

（参考）やまぐち未来維新プラン
・成果指標：認定薬局の数 70薬局〔目標：2026年〕

審査基準の考え方の変更等必要事項について審議がない場合、認定薬局の新
規申請・更新の状況について事後報告
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＜県内の二次医療圏別の認定薬局一覧＞
無印：地域連携薬局、【専門】:専門医療機関連携薬局、【両方】:地域、専門両方で認定

医療圏 市町 薬局名

① 岩国
岩国市 渡辺薬局 すずらん薬局 岩国薬剤師会会営薬局

和木町 ワキ薬局
② 柳井 - なし

③ 周南

下松市 そうごう薬局下松店 そうごう薬局下松中央店
光市 さくら薬局ひかり店 そうごう薬局光店

周南市

ココカラファイン薬局周南久米店
ひまわり薬局大神店 そうごう薬局周南大河内店
ココカラファイン薬局政所店 そうごう薬局須々万店
ひまわり薬局

④ 山口・防府
山口市 イケダ薬局
防府市 そうごう薬局三田尻店 【専門】三栄堂薬局

⑤ 宇部・小野田 宇部市 そうごう薬局宇部新川店

⑥ 下関 下関市

【両方】日本調剤下関薬局
松小田薬局 本村中央薬局 そうごう薬局長府店
有限会社稗田薬局 川棚薬局 日本調剤豊浦薬局
かじくり薬局 そうごう薬局新下関店

⑦ 長門 - なし
⑧ 萩 萩市 そうごう薬局萩店

＜前回審議会（R5.3）から、新規に認定された薬局＞

区分 薬局名 市町名

地域連携薬局 そうごう薬局三田尻店 防府市

地域連携薬局 ひまわり薬局 周南市

＜前回審議会（R5.3）から、廃止された薬局＞

なし
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＜全国の状況＞

※人口は令和4年10月1日時点推計、各認定薬局数は令和5年4月末時点

人口
（千人）

地域
連携薬局

人口10万人
あたりの数

順位
専門医療機関
連携薬局

人口100万人
あたりの数

順位

全国 124,947 3,716 3.0 - 133 0.1 -
北海道 5,140 188 3.7 6 10 1.9 9
青森 1,204 24 2.0 33 1 0.8 31
岩手 1,181 21 1.8 37 1 0.8 30
宮城 2,280 77 3.4 10 5 2.2 8
秋田 930 13 1.4 44 0 0.0 38
山形 1,041 23 2.2 29 3 2.9 3
福島 1,790 55 3.1 14 1 0.6 34
茨城 2,840 130 4.6 2 5 1.8 10
栃木 1,909 50 2.6 24 3 1.6 11
群馬 1,913 46 2.4 27 3 1.6 12
埼玉 7,337 226 3.1 13 7 1.0 26
千葉 6,266 179 2.9 18 7 1.1 21
東京 14,038 647 4.6 1 0 0.0 38
神奈川 9,232 346 3.7 5 10 1.1 22
新潟 2,153 74 3.4 9 1 0.5 36
富山 1,017 32 3.1 11 3 2.9 2
石川 1,118 35 3.1 12 1 0.9 29
福井 753 11 1.5 42 0 0.0 38
山梨 802 12 1.5 41 0 0.0 38
長野 2,020 29 1.4 43 5 2.5 5
岐阜 1,946 37 1.9 34 2 1.0 25
静岡 3,582 100 2.8 22 2 0.6 35
愛知 7,495 130 1.7 39 8 1.1 24
三重 1,742 53 3.0 15 4 2.3 7
滋賀 1,409 39 2.8 23 7 5.0 1
京都 2,550 109 4.3 3 2 0.8 32
大阪 8,782 262 3.0 16 11 1.3 19
兵庫 5,402 154 2.9 19 5 0.9 27
奈良 1,306 29 2.2 28 0 0.0 38
和歌山 903 16 1.8 38 0 0.0 38
鳥取 544 19 3.5 8 0 0.0 38
島根 658 11 1.7 40 1 1.5 14
岡山 1,862 46 2.5 26 2 1.1 23
広島 2,760 99 3.6 7 1 0.4 37
山口 1,313 24 1.8 35 2 1.5 13
徳島 704 20 2.8 20 1 1.4 16
香川 934 39 4.2 4 0 0.0 38
愛媛 1,306 37 2.8 21 3 2.3 6
高知 676 20 3.0 17 1 1.5 15
福岡 5,116 110 2.2 31 7 1.4 17
佐賀 801 8 1.0 46 2 2.5 4
長崎 1,283 16 1.2 45 1 0.8 33
熊本 1,718 35 2.0 32 2 1.2 20
大分 1,107 28 2.5 25 1 0.9 28
宮崎 1,052 23 2.2 30 0 0.0 38
鹿児島 1,563 28 1.8 36 2 1.3 18
沖縄 1,468 6 0.4 47 0 0.0 38 3



〇令和４年度の取組
（１）県民等への周知

□山口県薬務課ホームページへの掲載
□県庁エントランスホールでの展示
□新型コロナウイルス臨時検査所でのデジタルサイネージでのPR

□認定薬局に関する動画「認定薬局を知ろう！」を公開

（２）薬局への支援
□医療関係者等で構成するWGを設置し、普及促進に向けて検討
□マニュアル／事例集の作成
□認定薬局の普及に向けた研修会を実施

◆ 認定薬局の普及に向けた課題
（１）県民等への周知

・県政世論調査において、県民の認知度はいまだ低い
➡ 多様な手法による広報の強化

（２）薬局への支援
・R４年度の研修会では、トレーシングレポートによる病院との連携の内容が好評
➡ トレーシングレポートを中心とした研修の実施

・中長期的には、在宅業務や情報連携を実施するため、薬剤師の人員の確保が必要
➡ 薬剤師確保のための取組を実施

よく知っている 少し知っている
言葉は聞いたことがあるが

内容はよく知らない
この調査ではじめて知った 無回答

7.0% 14.8％ 21.9％ 51.8％ 4.5％

（R4年度県政世論調査）
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〇令和５年度の取組案〔□：継続の取組、■：新たな取組〕
（１）県民等への周知

□山口県薬務課ホームページへの掲載
□県庁エントランスホールでの展示
□県政放送（テレビ・ラジオ）などでの周知
□ 「薬と健康の週間」（10月17日～24日）の際の啓発
■県民が集まる場所でのデジタルサイネージや
ポスター掲示等による周知

（２）薬局への支援
□令和４年度に作成したマニュアル／事例集の周知
■医療機関との連携に関する情報連携研修を実施
■令和５年度新規事業「地域医療を担う若手薬剤師確保・育成事業」
による薬剤師確保対策を推進

（参考）地域医療を担う若手薬剤師確保・育成事業

ポスター

マニュアル／事例集
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＜参考＞地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局について
令和３年８月１日から、他の医療提供機関との服薬情報の一元的・継続的な情報連携や、

がん等の専門的な薬学的管理に対応できる機能を備えた薬局を都道府県知事が認定する制度が開始

【特定機能を有する薬局の知事認定制度】

地域連携薬局 専門医療機関連携薬局

入退院時や在宅医療に他医療提供施設と連携して対応できる
薬局

がん等の専門的な薬学管理に他医療提供施設と連携して対応
できる薬局

＜主な要件＞
○相談しやすい構造設備
○他の医療提供施設との情報連携体制
○地域の患者への安定的な薬剤供給のための調剤・販売等の

業務体制（地域包括ケアに関する研修を受けた薬剤師の配
置等）

○在宅医療への対応

＜主な要件＞
○相談しやすい構造設備
○他の医療提供施設との情報連携体制
○専門的な薬学的知見に基づく調剤・指導の業務体制
（学会認定等の専門性が高い薬剤師の配置等）

○ 認定手順
（事務処理フロー）
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＜参考＞認定薬局の審査基準等

・関係法令、通知で示された判断基準等を基に審査：下表参照

・審査基準の考え方：別添審議資料1-1、1-2、1-3参照

・１年ごとの更新（機能等を毎年の実績により確認する必要があるため）

＜認定薬局の基準（概要）＞

概 要 地域連携薬局 専門医療機関連携薬局

相談しやすい構造設備
プライバシーへの配慮 同左

バリアフリー 同左

他の医療提供施設※１との情報

連携体制

地域包括ケアシステムの 構築に資する会議等への参加
専門的な医療の提供等を行う医療機関とで

開催される会議への参加

医療機関への報告・連絡体制、連携実績

【実績：月30回以上】

医療機関への報告・連絡体制、連携実績

【実績：がん患者の半数以上】

他の薬局に対する報告・連絡体制 同左

地域の患者への安定的な薬剤

供給のための調剤・販売等の

業務体制

／専門的な薬学的知見に基づ

く調剤・指導の業務体制

開店時間外の相談応需体制 同左

休日・夜間の調剤応需対応 同左

地域の薬局への医薬品供給体制 同左

麻薬調剤実施体制 同左

医療安全対策 同左

常勤薬剤師の配置（半数が1年以上勤務） 同左

地域包括ケアシステム研修修了薬剤師の配置

（常勤薬剤師の半数以上が修了）
学会認定等の専門性を有する薬剤師の配置

薬局内の研修の実施 同左

－ 他の薬局への研修の実施

地域のＤＩ※２室 同左

在宅医療への対応
在宅医療に関する取組の実績【実績：月平均2回以上】 －

医療機器等の提供体制の整備 －

※１ 医療法に基づく、病院及び診療所、介護老人保健施設、介護医療院、薬局等
※２ 医薬品を適正に使用するために必要な情報（Drug Information）を収集・整理し、提供する機能 7



＜認定薬局を取得した薬局の状況（参考データ）＞

【地域連携薬局】
〇地域包括ケアシステムの構築に資する会議への参加 ＜重複あり＞

・介護支援専門員が主催するｻｰﾋﾞｽ担当者会議 ：19 薬局

・市町又は地域包括ｹｱｾﾝﾀｰが主催する地域ｹｱ会議 ：19 薬局

・退院時カンファレンス ：０薬局

・その他（医療機関等主催会議） ：１薬局

〇医療機関への報告・連絡体制、連携実績【実績：月30回以上】
・平均64.6回/月 ＜中央値40.0回/月）
うち、入院時0.6、退院時0.3、外来受診時18.4、在宅訪問時45.3

〇常勤薬剤師の配置【半数が1年以上勤務、半数が研修修了】
・平均 常勤薬剤師数 3.5 人

うち、１年以上継続勤務薬剤師数2.4 人
うち、研修修了薬剤師数2.5 人

〇在宅医療に関する取組の実績【実績：月平均2回以上】
・平均19.0 回/月 ＜中央値9.5 回/月＞

【専門医療機関連携薬局】

〇がん患者数 平均69.5人

うち、医療機関への報告・連絡患者数【実績：がん患者の半数以上】 平均54人

○常勤薬剤師の配置【半数が1年以上勤務、半数が研修修了】

・平均 常勤薬剤師数 5.5人

うち、１年以上継続勤務薬剤師数 4人 8
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地域連携薬局の審査基準の考え方 

本基準は、地域連携薬局（医師若しくは歯科医師又は薬剤師が診療又は調剤に従事する他の医療提供施設と連携

し、地域における薬剤及び医薬品の適正な使用の推進及び効率的な提供に必要な情報の提供及び薬学的知見に基づ

く指導を実施するために必要な機能を有する薬局）の認定に適用する。 

種類 条 項 法令の定め 審査基準の考え方【提出書類】 

法 ６

の

２ 

１ 薬局であつて、その機能が、医師若しくは歯

科医師又は薬剤師が診療又は調剤に従事する他

の医療提供施設と連携し、地域における薬剤及

び医薬品の適正な使用の推進及び効率的な提供

に必要な情報の提供及び薬学的知見に基づく指

導を実施するために必要な機能に関する次に掲

げる要件に該当するものは、その所在地の都道

府県知事の認定を受けて地域連携薬局と称する

ことができる。 

【薬局開設許可証の写し】 

 

 

 

 

 

 

 

   認定の要件  

   Ⅰ．構造設備  

法 ６

の

２ 

１ 構造設備が、薬剤及び医薬品について情報の

提供又は薬学的知見に基づく指導を受ける者

（以下「利用者」という。）の心身の状況に配慮

する観点から必要なものとして厚生労働省令で

定める基準に適合するものであること。 

 

則 10

の

２ 

１ (1) 利用者が座って１情報の提供及び薬学的

知見に基づく指導を受けることができる、

間仕切り等で区切られた相談窓口その他の

区画並びに相談の内容が漏えいしないよう

配慮した設備２を有すること。  

○プライバシーへの配慮 

【相談窓口の写真、図面など】 

１．相談窓口へ椅子を備え付けること。 

２. 次のような設備等をいう。 

・利用者への服薬指導等を実施する際に利用する

カウンターにパーティション等の設置 

 ・相談できる十分なスペースの確保 

・他の利用者の待合場所とカウンターとの十分な

距離 

・他の利用者の目線や動線に配慮した設備 

・情報提供や服薬指導の内容等が他の利用者に聞

き取られないよう配慮した設備 

   (2) 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した

構造３であること。 

 

 

 

○バリアフリー 

【薬局の外観や待合室の写真、図面など】 

３．次のような構造をいう。 

・利用者の動線や利用するエリア等を考慮した 

手すりの設置 

資料１－１ 
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種類 条 項 法令の定め 審査基準の考え方【提出書類】 

 

 

 

 

 

・段差のない入口の設置 

・車いすでも来局できる構造 等 

   Ⅱ．業務を行う体制  

法 ６

の

２ 

１ 利用者の薬剤及び医薬品の使用に関する情報

を他の医療提供施設と共有する体制が、厚生労

働省令で定める基準に適合するものであるこ

と。 

 

則 10

の

２ 

２ (1)  薬局開設者が、過去１年間１において、

当該薬局において薬事に関する実務に従

事する薬剤師を、介護保険法（平成９年

法律第123号）第115条の48第１項に規定

する会議その他の地域包括ケアシステム

（地域における医療及び介護の総合的な

確保の促進に関する法律（平成元年法律

第64号）第２条第１項に規定する地域包

括ケアシステムをいう。以下同じ。）の

構築に資する会議２に継続的に参加させて

いること。 

○会議への参加 

【過去１年間の参加実績一覧など】 

１. 過去１年間とは、認定申請又は認定更新申請の

前月まで期間。開設して１年に満たない薬局にお

いては、開設から認定の申請までの期間。（以下

同じ） 

２. 会議とは、地域包括ケアシステムの構築のため

の、次のような地域住民を含む地域における総合

的なチーム医療・介護の活動のこと。 

次に掲げる活動が行われていること。 

・介護保険法（平成９年法律第123 号）第115 条

の48 で規定され、市町村又は地域包括支援セ

ンターが主催する地域ケア会議 

・指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関

する基準（平成11 年厚生省令第38 号）第13 

条第９号で規定され、介護支援専門員が主催す

るサービス担当者会議 

・地域の多職種が参加する退院時カンファレンス   

等  

   (2)  薬局開設者が、当該薬局において薬事

に関する実務に従事する薬剤師が利用者

の薬剤及び医薬品の使用に関する情報に

ついて地域における医療機関に勤務する

薬剤師その他の医療関係者に対して随時

報告及び連絡することができる体制を備

えていること。 

○他の医療提供施設との報告・連絡体制 

【服薬情報提供書（トレーシングレポート）の様式など】 

 

   (3)  薬局開設者が、過去１年間において、 ○他の医療提供施設との連携実績 
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種類 条 項 法令の定め 審査基準の考え方【提出書類】 

当該薬局において薬事に関する実務に従

事する薬剤師に利用者の薬剤及び医薬品

の使用に関する情報について地域におけ

る医療機関に勤務する薬剤師その他の医

療関係者に対して月平均30回以上報告及

び連絡させた実績１があること。 

【過去１年間の提供情報実績一覧など】 

１．実績は、次に掲げるものであること。 

(1) 利用者の入院に当たっての情報共有 

(2) 医療機関からの退院に当たって情報共有 

(3) 外来の利用者に関して医療機関と情報共有 

(4) 居宅等を訪問して情報提供や指導を行い、 

その報告書を医療機関へ提出して情報共有 

   (4)  薬局開設者が、当該薬局において薬事

に関する実務に従事する薬剤師が利用者

の薬剤及び医薬品の使用に関する情報に

ついて地域における他の薬局に対して報

告及び連絡することができる体制を備え

ていること。 

○他の薬局に対する報告・連絡体制 

 【利用者の服薬情報を連絡する際の方法等を示した手順書等

の写しなど】 

法 ６

の

２ 

１ 地域の患者に対し安定的に薬剤を供給するた

めの調剤及び調剤された薬剤の販売又は授与の

業務を行う体制が、厚生労働省令で定める基準

に適合するものであること。 

 

則 10

の

２ 

３ (1)  開店時間外であっても、利用者からの

薬剤及び医薬品に関する相談に対応する

体制を備えていること。 

○開店時間外の相談応需体制 

【開店時間外の連絡先を記載した文書・薬袋など】 

   (2)  休日及び夜間であっても、調剤の求め

があった場合には、地域における他の薬

局開設者と連携して対応する体制を備え

ていること。 

○休日・夜間の調剤応需体制 

【休日夜間当番薬局一覧など】 

   (3)  在庫として保管する医薬品を必要な場

合に地域における他の薬局開設者に提供

する体制を備えていること。 

○地域の薬局への医薬品供給体制 

【過去１年間で分譲した実績（伝票）の写しなど】 

 

   (4)  薬局開設者が、麻薬及び向精神薬取締

法（昭和28年法律第14号）第２条第１号

に規定する麻薬の調剤に応需するために

同法第３条第１項の規定による麻薬小売

業者の免許を受け、当該麻薬の調剤の求

めがあった場合には、当該薬局において

薬事に関する実務に従事する薬剤師に当

該薬局で調剤させる体制を備えているこ

と。 

○麻薬調剤実施体制 

【麻薬小売業者免許証の写し】 

【過去１年間で提供した情報の写しなど】 

 

   (5)  無菌製剤処理を実施できる体制（則第 ○無菌調剤実施体制 
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11条の８第１項ただし書の規定により他

の薬局の無菌調剤室を利用して無菌製剤

処理を実施する体制を含む。）を備えて

いること。 

【無菌製剤処理設備の写真、利用に係る契約書の写し、利用

者へ近隣薬局を紹介する書類など】 

１. 次のいずれかの体制を備えていること。 

(1) 自局において無菌製剤処理を実施 

(2) 他の薬局の当該無菌調剤室を利用して無菌製

剤処理を実施 

(3) 無菌製剤処理を実施できる適切な薬局を紹介

（ただし、紹介する薬局をあらかじめ確保す

るなど、その手順を手順書等に明確にしてい

ること） 

   (6)  薬局開設者が、医療安全対策に係る事

業に参加することその他の医療安全対策

を講じている１こと。 

○医療安全対策 

【医療安全対策の状況がわかる書類（副作用報告の写しなど）】 

１．次のような取組が行われていること。 

・厚生労働省から公表している各種資材の活用 

・医薬品に係る副作用等の報告の対応 

・薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業への参加 

・製造販売業者による市販直後調査への協力 

・医薬品リスク管理計画（RMP：Risk Management 

Plan）に基づく患者向け資料の活用 

・独立行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）

が実施している「医薬品医療機器情報配信サー

ビス」（PMDA メディナビ）等を活用した服薬

指導等の対応 等 

   (7)  当該薬局に常勤１として勤務している薬

剤師の半数以上が、当該薬局に継続して

１年以上常勤として勤務２している者であ

ること。 

○常勤薬剤師の配置 

【薬局の薬剤師の勤務一覧など】 

１．原則として、当該薬局に週当たり32時間以上 

勤務していること。 

・勤務する薬剤師が、育児休業、介護休業等育児又は家族

介護を行う労働者の福祉に関する法律に基づき所定労働

時間が短縮されている場合は、週32時間未満であっても

常勤として取り扱って差し支えない。当分の間は、週24

時間以上かつ週４日以上の勤務であれば常勤として取り

扱う。 

・常勤として勤務している薬剤師が、在籍期間中に労働基

準法に基づく産前休業若しくは産後休業又は育児・介護

休業法に基づく育児休業若しくは介護休業を取得した場

合は、当該休業期間を除いた期間に１年以上常勤として

勤務していれば、当該規定の対象となる薬剤師として取

り扱って差し支えない。 
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２．原則として、認定申請又は認定更新申請の前月

までに継続して１年以上常勤として当該薬局に勤

務している場合が該当すること。 

   (8)  当該薬局に常勤として勤務している薬

剤師の半数以上が、地域包括ケアシステ

ムに関する研修を修了した者１であるこ

と。 

○研修修了薬剤師の配置 

【研修修了証の写し】 

１．健康サポート薬局に係る研修実施要綱に基づき

研修実施機関が実施した健康サポート薬局に係る

研修を修了した者として修了証の交付を受けた者

をいう。 

   (9)  薬局開設者が、当該薬局において薬事

に関する実務に従事する全ての薬剤師に

対し、１年以内ごとに、前号の研修又は

これに準ずる研修を計画的に受けさせて

いること。 

○薬局内の研修の実施 

【研修状況の一覧など】 

 

   (10) 当該薬局において薬事に関する実務に

従事する薬剤師が、過去１年間におい

て、地域における他の医療提供施設（医

療法（昭和23年法律第205号）第１条の２

第２項に規定する医療提供施設をいう。

以下同じ。）に対し、医薬品の適正使用

に関する情報を提供していること。 

○地域の医療情報室（ＤＩ室）機能 

【過去１年間における他の医療提供施設に対して情報を提供 

したことがわかる書類など】 

法 ６

の

２ 

１ 居宅等（薬剤師法（昭和35年法律第146号）第

22条に規定する居宅等をいう。以下同じ。）に

おける調剤並びに情報の提供及び薬学的知見に

基づく指導を行う体制が、厚生労働省令で定め

る基準に適合するものであること。 

 

則 10

の

２ 

４ (1) 居宅等における調剤並びに情報の提供及

び薬学的知見に基づく指導について、過

去１年間において月平均２回以上実施し

た実績１があること。ただし、都道府県知

事が別に定める場合にあっては、月平均

２回未満であって当該都道府県知事が定

める回数以上実施した実績があることを

もつてこれに代えることができる２。 

○在宅医療に関する取組の実績 

【過去１年間の実績一覧など】 

１. 実績として計上する回数は、居宅等を訪問して

指導等を行った回数のこと。 

・複数の利用者が入居している施設を訪問した場

合は、調剤の業務並びに情報の提供及び薬学的

知見に基づく指導を行った人数にかかわらず１

回とすること 

・同一人物に対する同一日の訪問は、訪問回数に

かかわらず１回とすること 

２. 実績は月平均２回以上とする。 

資料1-2参照 
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   (2) 高度管理医療機器又は特定保守管理医療

機器の販売業の許可を受け、訪問診療を

利用する者に対し必要な医療機器及び衛

生材料を提供するための体制を備えてい

ること。 

○医療機器等の提供 

【高度管理医療機器等販売業等の許可証の写し】 

 

 

（略号の説明） 
 法：医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）  
則：医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭和36年厚生省令第1号） 



 

 

地域連携薬局において都道府県知事に裁量が認められている要件について 

（省令のただし書き規定の適用） 

 

 

■法で定める要件（原則） 

居宅等※１における調剤並びに情報の提供及び薬学的知見に基づく指導の実績が、

月平均２回以上（過去１年間） 

  ※１ 居宅、養護老人ホーム、障害者支援施設 等 

 

【法のただし書きによる規定】 

月平均２回以上とする要件は、都道府県知事の裁量で緩和可能 

 

＜都道府県知事の裁量＞ 

地域の特段の事情により、法で定める要件を満たすことが困難であり、地域

連携薬局の認定が進まないと都道府県知事が判断する場合に限り、対象となる

地域及び回数を見直し 

 

 ■山口県の現状 

・居宅等における調剤業務等について      ・県内の日常生活圏域 

月平均２回以上実績がある薬局数       （中学校区）※３ 

 

 

 

  

※２ 薬局機能情報で、月平均２回以上の実績がある薬局数（令和５年７月現在） 

※３ 資料１－２の「２ 方向性」参照 

 

 

 

山口県は、居宅等における調剤業務等の実績がある薬局数が、県内の日常 

生活圏域の地区数以上であることから、現時点では、法で定める要件で対応 

したい。 

 

 

資料１－２ 

344薬局※2 

（県内の薬局数 785薬局（R5.3.31時点）） 
154薬局 
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専門医療機関連携薬局の審査基準の考え方 

本基準は、専門医療機関連携薬局（医師若しくは歯科医師又は薬剤師が診療又は調剤に従事する他の医療提供施設

と連携し、薬剤の適正な使用の確保のために専門的な薬学的知見に基づく指導を実施するために必要な機能を有する

薬局）の認定に適用する。 

種類 条 項 法  令  の  定  め 審査基準の考え方【提出書類】 

   傷病の区分  

則 10

の

３ 

１ 厚生労働省令で定める傷病の区分（以下「傷病

の区分」という。）は、がんとする。 

 

法 ６

の

３ 

１ 薬局であつて、その機能が、医師若しくは歯

科医師又は薬剤師が診療又は調剤に従事する他

の医療提供施設と連携し、薬剤の適正な使用の

確保のために専門的な薬学的知見に基づく指導

を実施するために必要な機能に関する次に掲げ

る要件に該当するものは、厚生労働省令で定 

めるがんその他の傷病の区分ごとに、その所在

地の都道府県知事の認定を受けて専門医療機関

連携薬局と称することができる。 

【薬局開設許可証の写し】 

 

   認定の要件  

   Ⅰ．構造設備  

法 ６

の

３ 

１ 構造設備が、薬剤及び医薬品について情報の

提供又は薬学的知見に基づく指導を受ける者

（以下「利用者」という。）の心身の状況に配慮

する観点から必要なものとして厚生労働省令で

定める基準に適合するものであること。 

 

則 10

の

３ 

２ (1)  利用者が座って１情報の提供及び薬学的

知見に基づく指導を受けることができる

個室その他のプライバシーの確保に配慮

した設備２を有すること。 

○プライバシーへの配慮 

【相談窓口の写真、図面など】 

１．相談窓口へ椅子を備え付けること。 

２. 次のような設備をいう。 

 ・個室 

・個室に限らず、服薬指導等を行うカウンターの

ある場所や利用者の待合スペースから十分離れ

ていて、プライバシーに配慮した場所 

   (2)  高齢者、障害者等の円滑な利用に適し

た構造であること。 

○バリアフリー 

【薬局の外観や待合室の写真、図面など】 

（地域連携薬局に同じ） 

   Ⅱ．業務を行う体制  

法 ６

の

３ 

１ 利用者の薬剤及び医薬品の使用に関する情報

を他の医療提供施設と共有する体制が、厚生労

働省令で定める基準に適合するものであるこ

と。 

 

資料１－３ 
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則 10

の

３ 

３ (1)  薬局開設者が、過去１年間において、当

該薬局において薬事に関する実務に従事

する薬剤師を、利用者の治療方針を共有す

るために傷病の区分に係る専門的な医療

の提供等を行う医療機関（以下「当該医療

機関」という。）１との間で開催される会議

に継続的に参加させていること。 

○会議への参加 

【過去１年間の参加実績一覧など】 

１. 厚生労働大臣が指定するがん診療連携拠点病院

等及び都道府県が専門的ながん治療を提供するも

のとして認めた次の医療機関のこと。 

  

   

 

 

 

 

 

 

   (2)  薬局開設者が、当該薬局において薬事

に関する実務に従事する薬剤師が当該薬

局を利用する傷病の区分に該当する者の

薬剤及び医薬品の使用に関する情報につ

いて当該医療機関に勤務する薬剤師その

他の医療関係者に対して随時報告及び連

絡することができる体制１を備えているこ

と。 

○他の医療提供施設との報告・連絡体制 

【服薬情報提供書（トレーシングレポート）の様式など】 

１.次のような体制をいう。 

(1)がん治療を行った医療機関における患者の治

療方針（レジメン等）を理解し、患者の服薬情

報を把握するとともに、副作用等の必要な情報

を入手し、がん治療に係る医療機関の医師、薬

剤師等に提供できる体制 

(2)外来化学療法で治療を受けているがん患者が

在宅医療に移行する際には、主治医の指示等に

基づいて居宅等を訪問する薬局の薬剤師が適切

に薬学的管理を行うため、専門医療機関連携薬

局が当該医療機関の治療方針や服薬情報を薬局

に提供できる体制 

   (3)  薬局開設者が、過去１年間において、

当該薬局において薬事に関する実務に従

事する薬剤師に当該薬局を利用する傷病

の区分に該当する者のうち半数以上の者

の薬剤及び医薬品の使用に関する情報に

ついて当該医療機関に勤務する薬剤師そ

の他の医療関係者に対して報告及び連絡

させた実績１があること。 

○他の医療提供施設との連携実績 

【過去１年間の提供情報実績一覧など】 

１．実績は、次に掲げるものであること。 

 ・薬局薬剤師から医療機関の薬剤師その他の医療

機関へ、薬局で処方箋を応需しているがん患者

数のうち半数以上の者についての情報提供実績 

   (4)  薬局開設者が、当該薬局において薬事

に関する実務に従事する薬剤師が当該薬

局を利用する傷病の区分に該当する者の

薬剤及び医薬品の使用に関する情報につ

いて地域における他の薬局に対して報告 

及び連絡することができる体制を備えて

○他の薬局に対する報告・連絡体制 

 【利用者の服薬情報を連絡する際の方法等を示した手順書等

の写しなど】 

○がん診療連携拠点病院等 

２次医療圏 医療機関名 病院の種類 

岩国 岩国医療センター  地域がん診療連携拠点病院 

柳井 周東総合病院  地域がん診療連携拠点病院 

周南 徳山中央病院  地域がん診療連携拠点病院 

山口・防府 山口県立総合医療センター  地域がん診療連携拠点病院 

宇部・小野田 山口大学医学部附属病院  都道府県がん診療連携拠点病院 

下関 済生会下関総合病院  地域がん診療連携拠点病院 

長門 長門総合病院  地域がん診療病院 

萩 都志見病院  地域がん診療病院 

○特定領域がん診療連携推進病院（肺がん） 

 山口宇部医療センター 
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種類 条 項 法  令  の  定  め 審査基準の考え方【提出書類】 

いること。 

法 ６

の

３ 

１ 専門的な薬学的知見に基づく調剤及び指導の

業務を行う体制が、厚生労働省令で定める基準

に適合するものであること。 

 

則 10

の

３ 

４ (1)  開店時間外であっても、利用者からの

薬剤及び医薬品に関する相談に対応する

体制を備えていること。 

○開店時間外の相談応需体制 

【開店時間外の連絡先を記載した文書・薬袋など】 

   (2)  休日及び夜間であっても、調剤の求め

があった場合には、地域における他の薬

局開設者と連携して対応する体制を備え

ていること。 

○休日・夜間の調剤応需体制 

 【休日夜間当番薬局一覧など】 

   (3)  在庫として保管する傷病の区分に係る

医薬品を、必要な場合に地域における他

の薬局開設者に提供する体制を備えてい

ること。 

○地域の薬局への医薬品供給体制 

【過去１年間で分譲した実績（伝票）の写しなど】 

   (4)  薬局開設者が、麻薬及び向精神薬取締

法（昭和28年法律第14号）第２条第１号

に規定する麻薬の調剤に応需するために

同法第３条第１項の規定による麻薬小売

業者の免許を受け、当該麻薬の調剤の求

めがあった場合には、当該薬局において

薬事に関する実務に従事する薬剤師に当

該薬局で調剤させる体制を備えているこ

と。 

○麻薬調剤実施体制 

【麻薬小売業者免許証の写し】 

【過去１年間で提供した情報の写しなど】 

 

   (5)  医療安全対策に係る事業への参加その

他の医療安全対策を講じていること。 

○医療安全対策 

【医療安全対策の状況がわかる書類（副作用報告の写しなど）】 

 （地域連携薬局に同じ） 

   (6)  当該薬局に常勤として勤務している薬

剤師の半数以上が、当該薬局に継続して

１年以上常勤として勤務している者であ

ること。 

○常勤薬剤師の配置 

【薬局の薬剤師の勤務一覧など】 

（地域連携薬局に同じ） 

 

   (7)  傷病の区分に係る専門性の認定を受け

た常勤の薬剤師１を配置していること。 

○専門性のある薬剤師の配置 

【認定証の写し】 

１.規則第10条の３第６項に規定する基準に基づき

厚生労働大臣に届け出た団体が認定する者である

こと。 

   (8)  薬局開設者が、当該薬局において薬事

に関する実務に従事する全ての薬剤師に

対し、１年以内ごとに、傷病の区分ごと

の専門的な薬学的知見に基づく調剤及び

○薬局内の研修の実施 

【研修状況の一覧など】 
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種類 条 項 法  令  の  定  め 審査基準の考え方【提出書類】 

指導に関する研修を計画的に受けさせて

いること。 

   (9)  当該薬局において薬事に関する実務に

従事する薬剤師が、地域における他の薬

局に勤務する薬剤師に対して、傷病の区

分ごとの専門的な薬学的知見に基づく調

剤及び指導に関する研修を継続的に行っ

ていること。 

○地域の他の薬局への研修の実施 

【研修開催実績の一覧、研修資料など】 

  

   (10) 当該薬局において薬事に関する実務に

従事する薬剤師が、過去１年間におい

て、地域における他の医療提供施設に対

し、傷病の区分ごとの医薬品の適正使用

に関する情報を提供していること。 

○地域の医療情報室（ＤＩ室）機能 

【過去１年間における他の医療提供施設に対して情報を提供 

したことがわかる書類など】 

 

（略号の説明） 

 法：医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号） 

 則：医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭和36年厚生省令第1号） 

 



（第８次医療計画関係）

薬局における在宅医療関連指標の設定について

資料２

1



（参考）第８次医療計画

○ 都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県
における医療提供体制の確保を図るために策定するもの。

○ 医療資源の地域的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため、昭和60年の医
療法改正により導入され、都道府県の二次医療圏ごとの病床数の設定、病院の整
備目標、医療従事者の確保等を記載。

平成18年の医療法改正：疾病・事業ごとの医療連携体制が記載

平成26年の医療法改正：「地域医療構想」が記載

平成30年の医療法改正：「医師確保計画」、「外来医療計画」を位置付け

令和３年の医療法改正：新興感染症への対応に関する事項を追加

○ 計画期間

６年間 （第８次医療計画は2024～2029年度。中間年で必要な見直し実施）

2



国は、作成指針において、
数値目標を医療計画に記
載するよう指示

6事業5疾病

・事業に新興感染症
等の対応を追加

3



4



山口県における在宅関連データ

出典：第7次保健医療計画・山口県保健医療計画(本編) H30.3月策定

令和５年度（2023 年度）までの在宅医療の必要量

高齢化の進行による訪問診療患者数の増加や、療養病床の転換等に伴い、市町が介護保険
事業計画で見込む介護サービスの整備量を踏まえ、令和５年度（2023 年度）までの在宅医
療の必要量を次のとおり見込みます。

出典：第7次保健医療計画中間評価・見直し R3.3月策定
5



⇒  全薬局の 93.1％ が指導可能

出典：第7次保健医療計画・山口県保健医療計画(本編) H30.3月策定

6



出典：内閣府 規制改革推進会議 第２回医療・介護・感染症対策ワーキング・グループ
厚生労働省「訪問看護ステーションに配置可能な薬剤の対象拡充について」資料1-3

7



8



9



10



出典：「第7次山口県保健医療計画中間評価・見直し」

（参考）第7次山口県保健医療計画における在宅医療の評価指標

12



御意見いただきたい内容

13

• 次回会議で、薬局における在宅医療の体制構築に係る
現状把握のための指標の設定について検討予定。本県
の状況を鑑みれば、どの指標を設定するのが適当か。

＜指標例＞

〇住み慣れた地域で疾患や重症度に応じた医療を受けられる
・訪問薬剤管理指導を実施している薬局数
・在宅医療チームの一員として小児の訪問薬剤管理指導を実施している薬局数
・麻薬（持続注射療法を含む）の調剤及び訪問薬剤管理指導を実施している薬局数
・無菌製剤（ＴＰＮ輸液を含む）の調剤及び訪問薬剤管理指導を実施している薬局数

〇状態変化時に対応できる
・24時間対応可能な薬局数



出典： R5.7 山口県薬剤師会調べ

＜山口県薬剤師会＞
・
・回答薬局数 381薬局（うち重複回答７薬局） 有効回答薬局数374薬局

14

360

小児の訪問薬剤管理指導実績

実績あり 実績なし

小児の訪問薬剤管理指導
実績

実績あり 14 3.7%

実績なし 360 96.3%

52

322

麻薬（持続注射療法含）の調剤を伴う

訪問薬剤管理指導実績

実績あり 実績なし

麻薬（持続注射療法含）
の調剤を伴う訪問薬剤管
理指導実績

実績あり 52 13.9%

実績なし 322 86.1%

126

248

クリーンベンチ・無菌室への対応

対応あり 対応なし

クリーンベンチ・無菌室
への対応

対応あり 126 33.7%

対応なし 248 66.3%

9

365

無菌調剤を伴う訪問薬剤管理指導実績

実績あり 実績なし

無菌調剤を伴う訪問薬剤
管理指導実績

実績あり 9 2.4%

実績なし 365 97.6%



（第８次医療計画関係）

薬剤師確保策について

資料３

1

R5.3厚生労働省「薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会」資料抜粋

背景

2



（参考）医療計画作成指針抜粋

７ 医師の確保及び医療従事者（医師を除く。）の確保

【医療従事者の現状及び目標】

② 薬剤師

イ 薬剤師については、地域医療における薬物療法の有効性・安全性の確保や公衆衛生の向上及び

増進等に資するため、調剤等の業務に加え、病院薬剤師にあっては病棟薬剤業務やチーム医療等、薬

局薬剤師にあっては在宅医療や高度な薬学的管理を行う機能等を中心とした業務・役割の更なる充実

が求められている。薬剤師の従事先には業態の偏在や地域偏在があり、特に病院薬剤師の不足が喫緊

の課題となっていることも踏まえ、必要な薬剤師の確保を図るため、病院及び薬局それぞれにおける

薬剤師の就労状況を把握し、地域医療介護総合確保基金（修学資金貸与、医療機関への薬剤師派遣

等）の積極的な活用を含め、地域の実情に応じた薬剤師の確保策について、可能な限り具体的に記載

すること。確保策の検討及び実施に当たっては、都道府県の薬務主管課及び医務主管課並びに都道府

県薬剤師会等の関係団体が連携して取り組むこと。特に、病院薬剤師の確保策の検討及び実施につい

ては、都道府県病院薬剤師会とも連携の上取り組むこと。

また、その資質向上のために、「患者のための薬局ビジョン」（平成27年10月23日付け薬生総発

1023第3号厚生労働省医薬・生活衛生局総務課長通知）を踏まえ、最新の医療及び医薬品等に関する

専門的情報の習得を基礎としつつ、患者・住民とのコミュニケーション能力の向上に資する研修及び

医療機関等との連携強化につながる多職種と共同で実施する研修等が行われるよう、研修実施状況を

把握し、関係者間の調整を行うこと。

（出典：令和５年３月31日付医政発0331第16号「医療計画について」 ）
3

薬剤師確保計画策定の必要性と方向性

少子高齢化のさらなる進行や、今後人口減少地域が増大することが予測される中で、人口構造の変化や地域の

実情に応じた医薬品提供体制を確保することが求められている。一方で、令和3年6月に公表された「薬剤師

の養成及び資質向上等に関する検討会とりまとめ」では、薬剤師の従事先には地域偏在や業態偏在があり、特

に病院薬剤師の確保が喫緊の課題であることが指摘されており、偏在の解消に向けた薬剤師確保の取組が重要

である。

「第８次医療計画等に関する検討会」においても薬剤師確保の取組の必要性が指摘され、医療計画作成指針に

おいて、医療従事者の確保等の記載に当たって踏まえるべき観点として、地域の実情に応じた薬剤師確保策の

実施等が新たに規定された。都道府県においては、今後、当該指針に基づき、薬剤師確保の取組を推進するこ

とが求められる。

必 要 性

薬剤師の偏在は、都道府県内に加え都道府県間でも生じていることから、全国的な偏在の状況を統一的、客観
的に捉えた上で、地域の実情に応じた確保策を講じることが効率的、効果的と考えられる。

これまで、地域ごとの薬剤師数の比較には人口10万人対薬剤師数が一般的に用いられてきたが、これは地域
住民の薬剤師業務に係る医療需要に対する薬剤師数の多寡を統一的・客観的に把握するための指標として必ず
しも十分とは言えないことから、今後は新たに算定した薬剤師偏在指標を踏まえ薬剤師少数区域・薬剤師多数
区域等を設定することにより、少数区域等において集中的な対応策の検討が可能となる。

薬剤師確保計画の策定にあっては、３年ごとに実施・達成を積み重ね、その結果、2036年までに薬剤師偏在
是正を達成することを長期的な目標とし、都道府県は、本ガイドラインで示す薬剤師確保計画の考え方や構造
を参考に、地域の実情に応じた実効性のある計画を策定する。

方 向 性

R5.3厚生労働省「薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会」資料抜粋4



偏在指標の基本的考え方の比較（医師、病院薬剤師、薬局薬剤師）

薬剤師偏在指標の算定式は、医師偏在指標の算定式をベースとしつつ、以下2点から「需要部分」の変更が必要。
①病院薬剤師偏在指標・薬局薬剤師偏在指標の間で、偏在指標を比較する前提であるため、同じ価値の数字に換算し
ておく必要があること。

②病院薬剤師と薬局薬剤師の業務内容が異なり、患者1人当たりの業務量が同様ではない前提とすること。

病院利用者数・処方箋枚数には地域住民の受療傾向の高さが織り込まれている、と言える

地域の
病院利用者数

B人

患者１人当たりの
病院薬剤師の業務量

× ＝
地域の

病院薬剤師の
総業務量

⇔
地域の

病院薬剤師労働時間

比率

処方箋１枚当たりの
薬局薬剤師の業務量

× ＝
地域の

薬局薬剤師の
総業務量

⇔
地域の

薬局薬剤師労働時間

比率

地域の
処方箋枚数

（薬局利用者数）
C枚

地域の人口
A人 地域の

医師数
全国と比べた

地域住民の受療傾向の高さ

× ＝
受療傾向の高さで

調整した
地域の人口

⇔
比率
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師
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標

病
院
薬
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師

偏
在
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標

薬
局
薬
剤
師

偏
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標

地域の人口
A人

地域の人口
A人

需要部分

需要部分

需要部分
同様でない前提
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推計

推計
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偏在指標の活用による従事先の地域偏在・業態偏在の解消の方向性

薬剤師偏在指標の地域（都道府県・二次医療圏）ごとの全国的
な状況を、下図のように１つの分布として捉えると、地域偏在
が大きい状態とは、各地域の偏在指標のばらつきが大きい状態
という捉え方ができる。

地域偏在解消の方向性は、この「ばらつき」を小さくすること
である。

地域偏在解消の方向性（イメージ）

業態偏在が大きい状態とは、病院・薬局のそれぞれの薬剤師偏
在指標の分布間の差分が大きい状態であるという捉え方ができる。

業態偏在解消の方向性は、この「差分」を小さくすることであ
る。

業態偏在解消の方向性（イメージ）

偏在指標最上位
の地域

病院／薬局の薬剤師偏在指標

偏在指標最下位
の地域

偏在指標の大きさ

य
ै
ण
ऌ

地域偏在解消の方向性は、
「ばらつき」を小さくする
こと

薬局薬剤師偏在指標

偏在指標の大きさ

地域数

各指標の分布の
平均的な水準

病院の薬剤師偏在指標

地域数

偏在指標の大きさ

୷
ী

業態偏在解消の方向性は、
「差分」を小さくすること

地域数

偏在指標最上位
の地域

偏在指標最下位
の地域
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現在の人口比率を用いた偏在指標（現在の医療需要を反映）

偏在指標の全国値は、病院0.80＜薬局1.08

病院薬剤師偏在指標 薬局薬剤師偏在指標 地域別薬剤師偏在指標

全都道府県
ベースの偏
在指標

全都道府県
の調整薬剤
師労働時間
の合計値

全都道府県
の推計業務
量の合計値

全都道府県
ベースの偏
在指標

全都道府県
の調整薬剤
師労働時間
の合計値

全都道府県
の推計業務
量の合計値

全都道府県
ベースの偏
在指標

全都道府県
の調整薬剤
師労働時間
の合計値

全都道府県
の推計業務
量の合計値

0.80 7467804.8 9338997.6 1.08 23535351.0 21877590.9 0.99 31003155.8 31216588.5

都道
府県
コー
ド

都道府県
名

病院薬剤師
偏在指標

調整薬剤師
労働時間

薬剤師の推
計業務量

都道
府県
コー
ド

都道府県
名

薬局薬剤師
偏在指標

調整薬剤師
労働時間

薬剤師の推
計業務量

都道
府県
コー
ド

都道府県
名

地域別薬剤
師偏在指標

調整薬剤師
労働時間

薬剤師の推
計業務量

都道府県別 都道府県別 都道府県別
26京都府 0.95 182012.4 192289.4 13東京都 1.42 3124766.9 2200768.2 13東京都 1.28 3946078.6 3073656.0
36徳島県 0.94 67793.5 71879.9 14神奈川県 1.25 1871356.8 1502254.6 14神奈川県 1.12 2323778.6 2067618.1
13東京都 0.94 821311.7 872887.8 34広島県 1.19 591484.2 498667.7 28兵庫県 1.10 1499766.4 1363748.6
40福岡県 0.93 366454.8 394047.5 28兵庫県 1.19 1143149.0 963972.3 40福岡県 1.10 1401237.2 1275721.9
27大阪府 0.92 582116.0 629835.9 40福岡県 1.17 1034782.4 881674.4 34広島県 1.07 773904.1 723817.7
47沖縄県 0.91 85054.5 93385.6 4宮城県 1.16 459394.4 395568.7 27大阪府 1.06 2269384.6 2132572.7
28兵庫県 0.89 356617.5 399776.3 27大阪府 1.12 1687268.6 1502736.8 4宮城県 1.04 587011.0 563550.1
17石川県 0.87 79155.2 90476.4 41佐賀県 1.10 164380.9 149234.4 36徳島県 1.00 209819.3 210395.5
29奈良県 0.86 84889.2 98895.3 37香川県 1.09 194886.1 178033.3 37香川県 1.00 257772.4 258723.6
1北海道 0.86 385641.5 450441.5 11埼玉県 1.08 1308558.7 1209829.6 11埼玉県 0.99 1663720.0 1678862.0
43熊本県 0.85 132931.0 156144.3 12千葉県 1.07 1120861.3 1044579.3 12千葉県 0.99 1459427.5 1475663.2
33岡山県 0.85 131070.1 154512.8 35山口県 1.04 272159.7 261327.0 25滋賀県 0.97 313249.1 323186.6
39高知県 0.82 60930.2 74592.0 9栃木県 1.04 348688.0 336661.1 41佐賀県 0.97 214820.5 222294.1
25滋賀県 0.81 72606.0 89188.6 25滋賀県 1.03 240643.1 233998.0 1北海道 0.96 1340364.6 1399239.3
34広島県 0.81 182419.9 225150.0 36徳島県 1.03 142025.8 138515.6 35山口県 0.96 366596.0 383543.5
14神奈川県 0.80 452421.9 565363.5 22静岡県 1.01 664016.8 654856.1 26京都府 0.95 600632.9 633220.2
30和歌山県 0.80 63748.9 79754.4 1北海道 1.01 954723.1 948797.8 9栃木県 0.93 449562.4 481850.1
12千葉県 0.79 338566.1 431083.9 19山梨県 1.01 151096.1 150309.0 33岡山県 0.93 456259.9 489150.8
37香川県 0.78 62886.3 80690.3 23愛知県 1.00 1229135.8 1232028.2 17石川県 0.93 270463.6 290307.6
35山口県 0.77 94436.3 122216.5 8茨城県 0.99 500430.7 502956.2 23愛知県 0.93 1600524.1 1722528.7
4宮城県 0.76 127616.6 167981.4 31鳥取県 0.97 99959.9 102777.4 19山梨県 0.92 197010.7 214337.5
11埼玉県 0.76 355161.3 469032.4 33岡山県 0.97 325189.8 334638.1 22静岡県 0.91 843036.6 924572.1
23愛知県 0.76 371388.3 490500.5 3岩手県 0.97 224987.6 232780.3 43熊本県 0.90 431114.8 476915.1
18福井県 0.76 47740.8 63158.5 5秋田県 0.96 189172.0 196216.9 47沖縄県 0.90 288650.7 319807.3
42長崎県 0.75 88730.2 118559.6 17石川県 0.96 191308.4 199831.2 29奈良県 0.90 305767.8 338851.5
16富山県 0.75 67809.8 90608.6 7福島県 0.95 323414.2 339757.5 8茨城県 0.90 642828.9 716120.9
46鹿児島県 0.74 114479.4 153898.4 26京都府 0.95 418620.4 440930.8 31鳥取県 0.90 136087.4 152003.0
38愛媛県 0.74 87864.4 118868.8 20長野県 0.95 360887.4 380460.2 39高知県 0.89 188605.8 211957.2
10群馬県 0.74 112551.6 152555.7 15新潟県 0.94 391732.7 414873.0 20長野県 0.88 483985.2 547952.9
20長野県 0.73 123097.8 167492.7 42長崎県 0.93 235572.9 252169.9 42長崎県 0.87 324303.2 370729.5
31鳥取県 0.73 36127.5 49225.6 43熊本県 0.93 298183.8 320770.8 3岩手県 0.87 293101.7 338155.5
44大分県 0.73 77215.9 105763.1 39高知県 0.93 127675.5 137365.2 38愛媛県 0.86 319831.9 370300.2
19山梨県 0.72 45914.6 64028.5 32島根県 0.93 119381.6 128912.7 15新潟県 0.86 512485.0 594587.2
32島根県 0.70 40168.6 57096.0 38愛媛県 0.92 231967.5 251431.3 10群馬県 0.86 428513.0 497690.0
9栃木県 0.69 100874.4 145189.0 29奈良県 0.92 220878.6 239956.3 7福島県 0.86 420192.8 488583.8
21岐阜県 0.69 98108.2 141830.3 10群馬県 0.92 315961.4 345134.3 32島根県 0.86 159550.1 186008.7
41佐賀県 0.69 50439.6 73059.7 21岐阜県 0.91 328374.3 359862.9 30和歌山県 0.85 219168.7 257787.1
15新潟県 0.67 120752.2 179714.2 6山形県 0.91 187668.5 205895.6 21岐阜県 0.85 426482.5 501693.2
8茨城県 0.67 142398.2 213164.7 45宮崎県 0.91 182983.5 202054.0 5秋田県 0.84 238627.9 284949.7
22静岡県 0.66 179019.8 269715.9 47沖縄県 0.90 203596.2 226421.7 44大分県 0.83 262894.5 318164.4
7福島県 0.65 96778.6 148826.3 24三重県 0.90 285430.8 318757.7 45宮崎県 0.82 247793.2 301942.4
45宮崎県 0.65 64809.7 99888.5 2青森県 0.88 210915.6 238365.8 24三重県 0.82 368011.7 449930.8
3岩手県 0.65 68114.1 105375.2 44大分県 0.87 185678.6 212401.4 46鹿児島県 0.82 372786.7 455819.6
24三重県 0.63 82580.9 131173.1 30和歌山県 0.87 155419.8 178032.7 6山形県 0.82 243407.2 298369.5
6山形県 0.60 55738.7 92474.0 46鹿児島県 0.86 258307.2 301921.2 16富山県 0.80 225676.8 282758.9
5秋田県 0.56 49455.9 88732.8 16富山県 0.82 157867.0 192150.3 2青森県 0.78 270720.4 346838.0
2青森県 0.55 59804.8 108472.2 18福井県 0.73 100407.3 136953.4 18福井県 0.74 148148.1 200111.9
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〇 期間は、令和6（2024）年～令和18（2036）年までの12年間
１計画期間：令和6(2024)年～令和8(2026)年までの3年間

〇 病院・薬局の業態によらない、全国共通の「目標偏在指標」を設定し、この指標に
到達するために、必要な確保策を各都道府県が行うことを基本的な考え方としている

〇 目標偏在指標は、偏在解消を目指す目標年次時点において到達すべき水準として
「調整薬剤師労働時間※」と「病院・薬局における薬剤師の業務量」が等しくなる時の
偏在指標、すなわち「1.0」と定義される

〇 薬剤師偏在指標を踏まえ薬剤師少数区域・薬剤師多数区域等を設定し、少数区域等
において集中的な対応策を検討するなど、地域の実情に応じた実効性のある計画とする

〇 １計画期間における目標薬剤師数は、１計画期間中に、計画期間開始時の目標偏在
指標以下区域の下位２分の１の基準を脱する（すなわち、その基準に達する）ために
要する薬剤師数を表し都道府県別に求める

〇 都道府県は、二次医療圏単位での医薬品提供体制を確保するため、薬剤師偏在指標
に基づく薬剤師確保の方針、確保すべき薬剤師数、目標の達成に向けた施策という
一連の方策を、医療計画の中で「薬剤師確保計画」として定める

薬剤師確保計画ガイドラインについて

8

令和5年6月9日付厚生労働省通知「薬剤師確保計画ガイドラインについて」

長期的な視点での偏在解消、
医療計画の１計画期間が
６年間であることとの整合
を考慮し、薬剤師確保計画
の目標年次を2036年とする。

※ 調整薬剤師労働時間＝ Σ（勤務形態別性年齢階級別薬剤師数×薬剤師の勤務形態別性年齢階級別労働時間）
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出典：やまぐちドクターネットHP

山口県の医療圏

山口県の現状

10



山口県の薬剤師数

県内の35歳未満薬剤師数の推移（H10～R2）
H10=100

出典：厚生労働省医師・歯科医師・薬剤師統計

薬局薬剤師 病院薬剤師

人数 人口
10万
人対

平均
年齢

人数 人口
10万
人対

平均
年齢

山
口
県

2,085 155 50.0 694 58 45.7

全

国
188,982 150 46.8 61,603 49 43.1

出典：令和２年厚生労働省医師・歯科医師・薬剤師統計
人口は令和２年国勢調査による

●現在の人口10万人当たりの薬剤師数は多いが
平均年齢は高く・・・

●将来を担う若手薬剤師数は減少傾向

11

二次医療圏別の薬剤師数の推移
（H22→R2）

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査／統計」

岩国, 1.09

柳井, 1.04

周南, 1.17

山口・防府, 1.22

宇部・小野田, 1.17

長門, 0.82

萩, 1.00

下関, 1.13

山口県, 1.14

全国, 1.27

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

H22 H24 H26 H28 H30 R2

（H22年：1.00）

全国及び地域別の薬剤師数の伸びは一様ではない 12



薬剤師偏在指標 （参考）全国順位（位）

地域全体 病院 薬局 地域全体 病院※ 薬局※

現状（2020）
山口県 0.95 0.77 1.04 15 20 12

（参考）全国 0.99 0.80 1.08 - - -

国将来予測
(2036)

山口県 1.17 0.88 1.32 - - -

二次医療圏

岩国 0.99 0.73 1.09 72 137 72

柳井 0.74 0.53 0.86 238 293 239

周南 0.97 0.69 1.10 79 166 79

山口・防府 0.95 0.83 1.01 88 69 89

宇部・小野田 1.08 0.99 1.12 34 19 34

下関 0.96 0.74 1.06 85 123 85

長門 0.83 0.73 0.88 172 138 173

萩 0.68 0.44 0.78 275 323 276

○山口県の薬剤師偏在指標（現在／将来）

※ 全国の二次医療圏数：335

出典：令和4年厚生労働省偏在指標資料

○二次医療圏別の薬剤師偏在指標

13

＜前提＞

・目標偏在指標は「1.0」

・目標偏在指標以下区域の下位２分の１の

偏在指標「0.85」以下の場合、

少数都道府県・区域となる

山口県における偏在状況の整理

1.0

0.85

＜整理＞

〇 本県は「0.95」と、「薬剤師少数でも多数でもない都道府県」に該当

・業態別では、病院薬剤師の偏在指標が「0.77」と

薬剤師少数都道府県に該当

・地域別では、柳井、長門及び萩の医療圏が「0.85」以下と

薬剤師少数区域に該当

14



山口県における薬剤師確保の方向性（案）

〇 国の将来推計では、高齢化に伴う在宅医療の伸びにより薬局薬剤
師の業務量は増加するものの、人口減少の影響により、将来の推計
業務量は減少。また、全国的に薬剤師の供給増から、県全体の偏在
指標の値は向上すると試算されています。

〇 一方で、①本県の薬剤師の高齢化や若手薬剤師の減少、②全国に
比べ、県全体及び各二次医療圏の薬剤師数の伸びは低く推移してい
ることなどを鑑み、若手薬剤師の確保などにより県全体の薬剤師の
総数を増やしていく必要があります。

〇 2026年の目標として、業態別及び地域別で目標偏在指標より
偏在指標が低い二次医療圏について、下位２分の１の偏在指標
「0.85」に達するために要する薬剤師の確保を目指します。

〇 業態別で薬剤師偏在が著しい病院薬剤師、地域別で柳井や萩、
長門の医療圏について、重点的に取り組むこととします。

15

薬剤師確保に向けた県の取組

16



17

R5.3厚生労働省「薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会」資料抜粋

御意見いただきたい内容

18

• 次回会議で、目標薬剤師数を設定し、これを
実現するための施策を設定予定。本県の状況
を鑑みれば、どういった施策が考えられるか。



＜参考＞薬剤師偏在指標の算定式

１．病院薬剤師偏在指標の算定式

※薬剤師偏在指標は、都道府県・二次医療圏などの地域毎に算出するものであり、分子、分母はともに当該地域のデータから算定される結果を用いる

・分子、分母の単位は「時間」

２．薬局薬剤師偏在指標の算定式

病院薬剤師偏在指標 ＝
調整薬剤師労働時間（病院）（※病院分子）

薬剤師（病院）の推計業務量（※病院分母）

薬局薬剤師偏在指標 ＝
調整薬剤師労働時間（薬局）（※薬局分子）

薬剤師（薬局）の推計業務量（※薬局分母）

R5.3厚生労働省「薬剤師の養成及び資質向上等に関する検討会」資料抜粋19

薬剤師偏在指標の算定式：調整薬剤師労働時間（分子）

１．病院分子

※偏在指標の算定式で使用する指標のうち平均値・中央値の使用の考え方:
算定式で使用する指標はアンケート調査結果を使用しているものが多く、基本的には回答全体の平均的な状況を把握する観点から平均値を使用することとし
たが、労働時間に関する回答については回答データの分布から異常値が疑われるが、異常値と特定するまでに至らないデータが存在したことから、平均値を
使用することは望ましくないと判断し、中央値を使用することとした。以後のページにおいて中央値と記載する箇所においても同様である。

２．薬局分子

＝ （勤務形態別性年齢階級別薬剤師数（病院） × 薬剤師（病院）の勤務形態別性年齢階級別労働時間）

÷ 調整係数（病院）

調整薬剤師労働時間（病院）

＝ （勤務形態別性年齢階級別薬剤師数（薬局） × 薬剤師（薬局）の勤務形態別性年齢階級別労働時間）

調整薬剤師労働時間（薬局）

20

全薬剤師（病院）の労働時間（中央値）

全薬剤師（病院＋薬局）の平均的な労働時間※
調整係数（病院） ＝

※病院薬剤師と薬局薬剤師それぞれの労働時間（中央値）を薬剤師数の比で加重平均

÷ 調整係数（薬局）

※病院薬剤師と薬局薬剤師それぞれの労働時間（中央値）を薬剤師数の比で加重平均

全薬剤師（薬局）の労働時間（中央値）

全薬剤師（病院＋薬局）の平均的な労働時間※
調整係数（薬局） ＝



薬剤師偏在指標の算定式：業務量（分母）

１．病院分母

ある地域に所在する全病院の一定期間における業務量（※数値は例）

業務量

20万時間

業務量

8.5万時間

業務量

5.6万時間

＋

＋ ု
૔
੐
ఏ
भ
ী
ಟ

変数部分 定数部分

（A）入院患者に関する
業務（調剤・病棟業務
等）

（C） （A）（B）以外
の業務（管理業務等）

（B）外来患者に関する
業務（調剤・服薬指導業
務等）

入院患者数

100万人

病院数

500施設

20万件

外来患者にかかる
院内処方件数

変数部分には、以下を満たす指標を設定
① 当該指標に比例して業務量が増えること
② 地域（都道府県、二次医療圏）別に把握可能であること
③ 客観的であること
④ 経年変化が把握可能であること

• 変数部分に乗じて、業務量
（労働時間）に換算するため
に設定

• アンケート調査結果から作成

入院患者1人当たりの
業務量（労働時間）

0.20時間

処方1件当たりの
業務量（労働時間）

0.28時間

1病院当たりの上記以外の業務（管理業
務等）にかかる業務量（労働時間）

169.9時間

×

×

×

＝

＝

＝
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薬剤師偏在指標の算定式：業務量（分母）

２．薬局分母

一定期間における、ある地域に所在する全薬局の業務量（※数値は例）

×

×

×

×

業務量

64万時間

業務量

3.4万時間

業務量

2.8万時間

業務量

2.6万時間

＋

＋

＋

ု
૔
੐
ఏ
भ
ী
ಟ

変数部分 定数部分

（A）患者（在宅患者を
除く）への調剤・服薬指
導業務等

（C）在宅患者に関する
業務（移動・指導等）

（D)（A）（B）（C）
以外の業務

（B）調剤済み患者への
フォローアップ業務

応需処方箋枚数

200万枚

薬局数

2千薬局

200万枚

薬局数

2千薬局

応需処方箋枚数

変数部分には、以下を満たす指標を設定
① 当該指標に比例して業務量が増えること
② 地域（都道府県、二次医療圏）別に把握可能であること
③ 客観的であること
④ 経年変化が把握可能であること

• 変数部分に乗じて、業務量
（労働時間）に換算するため
に設定

• アンケート調査結果から作成

処方箋1枚当たりの労働時間

0.32時間

訪問1件当たりの労働時間

1.28時間

フォローアップ1件当たりの
労働時間

0.47時間

1薬局当たりの上記以外の業務にかかる労働時間

13.0時間

1薬局当たり在宅業
務実施件数

13.4件

1処方箋当たりフォ
ローアップ実施件数

0.03件 ×

×

×

×

×

×

＝

＝

＝

＝
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山口県薬剤師確保策（構成案）

１ 現状と課題

２ 薬剤師少数区域、薬剤師多数区域等
（１）薬剤師偏在指標
（２）薬剤師少数区域、薬剤師多数区域等

３ 薬剤師確保の方針

４ 目標薬剤師数

５ 施策

６ 計画の効果測定・評価



出典：山口県薬剤師会「薬剤師の需給状況調査 結果」
（R5.3 令和４年度かかりつけ薬剤師・薬局指導者協議会）

＜山口県薬剤師会＞
薬局薬剤師の需給状況調査結果について

・調査目的

・回答率：87.8％（回答数：648件／会員薬局738件中）
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１ はじめに 

 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35 年法律第145 

号）（以下「薬機法」という。）が令和元年12月４日に改正され、患者が自身に適した薬局を選

択できるよう、特定の機能を有する薬局の知事による認定制度が設けられ、令和３年８月１日か

らスタートしています。 

認定制度により薬局に求められる機能については、「患者のための薬局ビジョン」（平成27 

年10 月23 日策定）において示されている、かかりつけ薬剤師・薬局における機能や高度薬学

管理機能を元にしたもので、「地域連携薬局」及び「専門医療機関連携薬局」の認定基準が規定

されています。 

今後、地域包括ケアシステムの構築が進む中で、各薬局においては、各地域の実情に応じ、医

師をはじめとする他の医療関係者や医療提供施設と医療を受ける者の薬剤または医薬品の使用に

関する情報を共有しながら連携して、患者に対して一元的・継続的な薬物療法を提供していくこ

とが求められています。 

県においては、地域連携薬局は、日常生活圏域(中学校区（154校区）)ごとに１薬局以上、専

門医療機関連携薬局は二次医療圏（８医療圏）ごとに１薬局以上を2035年目標として、普及促

進に取り組んでいるところです。 

一方で、令和５年３月現在、山口県内の地域連携薬局の数は24薬局、専門医療機関連携薬局は

２薬局に留まっており、今後のさらなる普及が望まれます。 

このため、県薬剤師会、県病院薬剤師会、山陽小野田市立山口東京理科大学、山口市基幹型地

域包括支援センター、県薬務課から成るワーキンググループにおいて、地域連携薬局及び専門医

療機関連携薬局の認定取得を促進するため、令和５年２月19日に実施した認定取得のための研修

会の資料を元に、取得のための各種要件や、取得にあたっての課題とその対応について取りまと

めましたので、本マニュアルを認定取得の参考としてください。 

 

 

令和５年３月 

認定薬局普及促進ワーキンググループ 
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２ 本マニュアルの構成 
 

 

認定薬局については、地域連携薬局、専門医療機関連携薬局の２つがあり、それぞれ、

認定基準が規定されている。 

 

地域連携薬局 専門医療機関連携薬局 
 
 

入退院時や在宅医療に他医療提供施設

と連携して対応できる薬局 

 

がん等の専門的な薬学管理に他医療提

供施設と連携して対応できる薬局 

 

＜主な要件＞ 

○相談しやすい構造設備 

○他の医療提供施設との情報連携体制 

○地域の患者への安定的な薬剤供給の

ための調剤・販売等の業務体制 

 （地域包括ケアに関する研修を受けた薬剤師の配置 等） 

○在宅医療への対応 

＜主な要件＞ 

○相談しやすい構造設備 

○他の医療提供施設との情報連携体制 

○専門的な薬学的知見に基づく調剤・

指導の業務体制 

（学会認定等の専門性が高い薬剤師の配置 等 ） 

 

本マニュアルにおいては、地域連携薬局、専門医療機関連携薬局について、それぞれ

認定基準に関する解説のスライドのページを設けた他、認定取得にあたって課題となる

ことが多い基準については、対応事例の説明ページを設けている。 
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具体的には、地域連携薬局では、課題１：地域包括支援センターやケアマネージャー

との連携、課題２：服薬フォローアップ・退院時共同指導、課題３：トレーシングレポ

ートについて、専門医療機関連携薬局では、課題４：認定薬剤師の取得、課題５：認定

薬剤師を取得するための学会発表について、それぞれ特設ページを設けた。 

 

＜参考通知・事務連絡＞ （●･･･通知、○･･･事務連絡） 

 

●医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一

部を改正する法律の公布について（令和元年 12 月 24 日付け薬生発 1204 

第 1 号） 

●医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行規

則の一部を改正する省令の公布について（令和３年１月 22 日付け薬生発

0122 第 6 号） 

●医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の 

一部を改正する法律の一部の施行について（認定薬局関係）（令和３年１月 29

日付薬生発0129 第６号） 

●傷病の区分に係る専門性の認定を行う団体の取扱いについて（令和３年１月

29日付薬生発0129第７号） 

○地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局の認定基準に関するＱ＆Ａについて

（令和３年１月29日（令和５年３月３１日一部改正）付け事務連絡） 

○傷病の区分に係る専門性の認定を行う団体等の公表について（令和３年６月

14日付け事務連絡） 
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３ 認定薬局の普及に向けた課題 
 

令和３年度に、薬局向けアンケート調査を実施し、207の薬局から回答を得た。それ

によると、地域連携薬局の取得に当たって難しいと思う項目（３つまで選択）として、報

告及び連絡実績、無菌製剤処理実施体制、地域包括ケアシステムの構築に資する会議への

参加、在宅医療に関する取組の実績などを挙げる薬局が多かった。 

 

また、専門医療間連携薬局の取得に当たって難しいと思う項目（３つまで選択）として

は、がん治療に係る医療機関との間で開催される会議への参加、報告及び連絡の実績、が

んにかかる専門的な内容の研修の受講、がんの専門性を有する常勤薬剤師の配置などが挙

げられた。 

さらに、令和４年度に実施した「認定薬局普及に向けた研修会」の事後アンケートでは、

地域連携薬局の取得に向けた課題として、令和３年度と同様、報告及び連絡実績が圧倒的

に多かったが、２位は地域包括ケアシステムの構築に資する会議への参加、３位に薬剤供

給体制（時間外・休日・無菌対応等）が挙げられた。 
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７ 認定薬局普及促進ワーキンググループ 
 

【ワーキンググループの構成】 

一般社団法人山口県薬剤師会 川上 英宏 

一般社団法人山口県薬剤師会 内田 一成 

一般社団法人山口県薬剤師会 大坪 泰昭 

一般社団法人山口県薬剤師会 神谷 浩貴 

公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学 有海 秀人 

山口県病院薬剤師会 中村 英治 

山口市地域包括支援センター 市瀬 欽子 

山口県健康福祉部薬務課 矢野 理史 

 

【ワーキンググループ会議】 

 第１回会議：令和４年６月10日（金） 

 第２回会議：令和４年10月13日（木） 

 第３回会議：令和５年２月７日（火） 
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検索

山口県健康福祉部薬務課　TEL 083-933-3020
詳しくは山口県ホームページ　

お気軽にお問い合わせください

毎年奨学金の返還を補助
（最大５年間）

認定期間内に県内対象
病院・薬局に薬剤師として就職

申請・認定
（10月認定予定）

※大学５～６年生に貸与を受けた奨学金の返還額

ア～ウの奨学金（無利子・有利子は問いません）
　ア .( 独 ) 日本学生支援機構奨学金（第一種・第二種）
　イ .( 公財 ) 山口県ひとづくり財団奨学金
　ウ . 山口県内市町が設ける奨学金制度

病院 ５名、薬局 ２名

対象病院・薬局はこちらから

山口県内の対象病院・薬局に薬剤師として
就職する 2024 年３月に卒業予定の薬学部
6年生（出身地・出身大学は問いません）

募集対象者１ 対象奨学金３

募集人数２ 補助額４

地域医療を担う若手薬剤師確保・育成事業奨学金返還補助金2023年度対象者募集

山口県　薬剤師　奨学金返還補助金

 2023年　　　　　　　 2023年

６月１日（木）～９月29日（金）

申
請
の
流
れ

山口県で薬剤師として働きたい
薬学部６年生の皆さん

募集
期間

最大年額 28.8 万円、最長５年間

※５年間勤務の場合

万
円

補助金最大

144

山口県内病院･薬局就職後の
奨学金の返還補助
対象者募集中!

山口県内病院･薬局就職後の
奨学金の返還補助
対象者募集中!



● 既卒者や博士課程の方は対象になりますか？
○６年制の薬学部生のうち薬学共用試験に合格している６年生を対象としています。 
　 既卒者や博士課程の方は対象外となっています。

● 対象者の認定を受けた後、薬剤師国家試験に不合格となった場合はどうなりますか？
○ 速やかに県に報告をお願いします。
　 2024年３月に卒業予定の６年生の場合、認定期間は最長で2025年6月末までですので、
翌年の2025年の国家試験に合格し、6月末までに薬剤師として正規雇用により就職すれ
ば、補助金の交付を受けられます。（認定期間の延長はありません）

○ 病院、薬局の両方に申請はできません。
○ 認定を受けただけでは補助を受けられません。就職後、別途手続きが必要です。
○ 応募が募集人数を上回った場合は抽選となります。
○ 病院に勤務される方は、３年間の研修プログラムの受講が必須となります。 

以下の書類を郵送で提出してください。申請書はホームページからダウンロードできます。
　○補助金対象者認定申請書
　○履歴書
　○奨学金貸与証明書又は準ずるもの
　○在学証明書（在学中の大学の名称、学部、学年がわかるもの）

＜提出先＞
　〒753-8501 山口県山口市滝町1-1　山口県健康福祉部薬務課薬事班

対象施設に薬剤師として正規雇用により就職した月から、対象者が大学５～６年生の時
に貸与を受けていた奨学金の返還年数（最長５年間）
※産休・育休等で奨学金の返還が猶予された場合は、交付対象期間を延長します。

大学の５～６年生の時に貸与を受けていた奨学金の返還額（利息含む）
（最大年額28.8万円）
※他の奨学金返還補助制度と併用可。ただし、対象の奨学金の返還額から、他の制度の　
助成金額を控除した額が補助額となります。

へき地で開設する薬局高度急性期機能・急性期機能病院
公的医療機関　等

次の①～⑤に全てあてはまる方
①2024年３月に大学卒業予定の薬学部６年生で、2024年６月までに対象施設に薬剤師
として就業を希望する方
②薬剤師免許を取得見込みの方
③（独）日本学生支援機構、（公財）山口県ひとづくり財団等の貸与型奨学金を返還予定の方
④対象施設に就職後、補助金の交付対象期間中、継続して薬剤師として就業する方
⑤認定期間中、氏名、住所等の個人情報を対象施設に提供することを承諾する方

その他

申請方法

補助金の
交付対象期間

補助額

薬 局病 院
対象施設

認定対象者の
要件

募集内容

よくある質問
Ｑ

Ｑ

Ａ

Ａ



検索

山口県健康福祉部薬務課　TEL 083-933-3020
詳しくは山口県ホームページ　

お気軽にお問い合わせください

毎年奨学金の返還を補助
（最大５年間）

認定期間内に県内対象
病院・薬局に薬剤師として就職

申請・認定
（10月認定予定）

※大学５～６年生に貸与を受けた奨学金の返還額

ア～ウの奨学金（無利子・有利子は問いません）
　ア .( 独 ) 日本学生支援機構奨学金（第一種・第二種）
　イ .( 公財 ) 山口県ひとづくり財団奨学金
　ウ . 山口県内市町が設ける奨学金制度

病院 ５名、薬局 ２名

対象病院・薬局はこちらから

山口県内の対象病院・薬局に薬剤師として
就職する 2024 年３月に卒業予定の薬学部
6年生（出身地・出身大学は問いません）

募集対象者１ 対象奨学金３

募集人数２ 補助額４

地域医療を担う若手薬剤師確保・育成事業奨学金返還補助金2023年度対象者募集

山口県　薬剤師　奨学金返還補助金

 2023年　　　　　　　 2023年

６月１日（木）～９月29日（金）

申
請
の
流
れ

山口県で薬剤師として働きたい
薬学部６年生の皆さん

募集
期間

最大年額 28.8 万円、最長５年間

※５年間勤務の場合

万
円

補助金最大

144

山口県内病院･薬局就職後の
奨学金の返還補助
対象者募集中!

山口県内病院･薬局就職後の
奨学金の返還補助
対象者募集中!



● 既卒者や博士課程の方は対象になりますか？
○６年制の薬学部生のうち薬学共用試験に合格している６年生を対象としています。 
　 既卒者や博士課程の方は対象外となっています。

● 対象者の認定を受けた後、薬剤師国家試験に不合格となった場合はどうなりますか？
○ 速やかに県に報告をお願いします。
　 2024年３月に卒業予定の６年生の場合、認定期間は最長で2025年6月末までですので、
翌年の2025年の国家試験に合格し、6月末までに薬剤師として正規雇用により就職すれ
ば、補助金の交付を受けられます。（認定期間の延長はありません）

○ 病院、薬局の両方に申請はできません。
○ 認定を受けただけでは補助を受けられません。就職後、別途手続きが必要です。
○ 応募が募集人数を上回った場合は抽選となります。
○ 病院に勤務される方は、３年間の研修プログラムの受講が必須となります。 

以下の書類を郵送で提出してください。申請書はホームページからダウンロードできます。
　○補助金対象者認定申請書
　○履歴書
　○奨学金貸与証明書又は準ずるもの
　○在学証明書（在学中の大学の名称、学部、学年がわかるもの）

＜提出先＞
　〒753-8501 山口県山口市滝町1-1　山口県健康福祉部薬務課薬事班

対象施設に薬剤師として正規雇用により就職した月から、対象者が大学５～６年生の時
に貸与を受けていた奨学金の返還年数（最長５年間）
※産休・育休等で奨学金の返還が猶予された場合は、交付対象期間を延長します。

大学の５～６年生の時に貸与を受けていた奨学金の返還額（利息含む）
（最大年額28.8万円）
※他の奨学金返還補助制度と併用可。ただし、対象の奨学金の返還額から、他の制度の　
助成金額を控除した額が補助額となります。

へき地で開設する薬局高度急性期機能・急性期機能病院
公的医療機関　等

次の①～⑤に全てあてはまる方
①2024年３月に大学卒業予定の薬学部６年生で、2024年６月までに対象施設に薬剤師
として就業を希望する方
②薬剤師免許を取得見込みの方
③（独）日本学生支援機構、（公財）山口県ひとづくり財団等の貸与型奨学金を返還予定の方
④対象施設に就職後、補助金の交付対象期間中、継続して薬剤師として就業する方
⑤認定期間中、氏名、住所等の個人情報を対象施設に提供することを承諾する方

その他

申請方法

補助金の
交付対象期間

補助額

薬 局病 院
対象施設

認定対象者の
要件

募集内容

よくある質問
Ｑ

Ｑ

Ａ

Ａ



報告資料１

令和４年度第２回山口県地方薬事審議会 質疑・意見取りまとめ

１ 日時：令和５年３月24日(金) 書面開催

２ 質疑：以下のとおり

主な質疑・意見等 事務局回答

《議 案》
第１号 地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局の認定状況等について（報告）

[主な質疑等]
１ 認定状況に関する報告

（井上委員）
地域連携薬局等について、県民が知る機会がまだ少

ないと思います。「令和５年度の取組案」で県民等へ
の周知として「県民が集まる場所でのポスター掲示等
による」周知とありますが、病院の待合室などにわか
りやすいポスターがあると良いと思います。

御意見ありがとうございます。
次回作成時の配布先の参考といた
します。

1



主な質疑・意見等 事務局回答

（井上委員）
・前回の調査より、地域連携薬局は＋３であるが、２
０３５年目標の１５４以上を達成するためには、R5年
度も引き続き更なる取り組みが必要と考えられる。
特に、月平均３０回以上の連絡・報告実績の要件を

クリアーするためには、医療機関との連携が必要であ
り、現実的は困難な状況。何か方策を考える必要性あ
り。

・専門医療機関連携薬局数（２）は、地方都市として
は健闘していると言えるが、さらに増やす対策が必要
と考えられる。

・ポスターなどを公共の場所に掲示するなど、県民に
広く連携薬局について知ってもらうことを検討してほ
しい。

月平均３０回以上の連絡・報告
実績の要件をクリアーに向けては、
昨年度設置したＷＧにおいて、課
題解決に向けた改善策の検討やマ
ニュアル／事例集の作成を行い、
薬局向けに配布したところです。
今年度は、トレーシングレポー
トなど課題解決に向けた研修会を
行うこととしています。
御意見ありがとうございます。

次回作成時の配布先の参考といた
します。

（吉田委員）
認定返納２例の理由が、認定の進まない原因・要因

となっている。
・トレーシングレポート実績増の取組
・地域包括ケアシステムに関する研修、受講促進

御意見ありがとうございます。
今年度は、トレーシングレポー
トなど課題解決に向けた研修会を
行うこととしています。

2



主な質疑・意見等 事務局回答

（関谷委員）
現状の24軒が妥当な軒数なのか？
今、どうやって推進しているのか？各医療圏ごとの状
況は？
今少し説明があると良いと思います。

御意見ありがとうございます。
審議事項１において御説明しま
す。

（樋口委員）
資料等を拝見し、薬局・薬剤師の方々が認定薬局取得
に向けて努力していらっしゃると感じました。しかし、
私たち利用者・患者側から見ると未だにそのメリットが
よく見えません。例えば昨年作成された、薬剤師協会の
動画を拝見しましたが、言葉が行政的というか、堅苦し
いというのか、ユーチューブを「見る」感覚ではわかり
にくいです。説明でなく、身近なことと感じられる構成
であればなと思いました。認定薬局を利用した側とサー
ビスを提供した双方の感想や意見、メリット・デメリッ
トはどうだったのか、そのあたりを含めて利用者にとっ
て分かり易い広報やキャンぺーンにつながればと思いま
す。
また、認定薬局は大きい病院のある都市部に多くあり、
少し外れた地域では小規模の薬局のみでアンケートの中
にあったように認定薬局取得は困難かと思われます。今
後人口減少がますます進んでいく中、過疎地の薬局と中
心部の認定薬局との連携・情報交換等必要に応じた対応
が望まれます。

御意見ありがとうございます。
次回作成時の参考といたします。

御意見ありがとうございます。

3



主な質疑・意見等 事務局回答

２ 報告事項

（井上委員）
・山口県健康エキスパート薬剤師の登録数は増えている
が、まだ県民での認知度は低い。R5年度も、引き続き
キャンペーンなどを開催していくことは重要と思われる。

・献血インフルエンサー育成事業について、高校だけで
なく、大学や専門学校などでも実施していくことを検討
してほしい。

御意見ありがとうございます。

御意見ありがとうございます。

（吉田委員）
大麻について、小中高校生の薬物乱用防止教室の徹底 御意見ありがとうございます。

（関谷委員）
がん検診の推進事業、災害時対応、薬事審議会の検討

事項ではないですが、審議会メンバーとして危惧してお
ります。

御意見ありがとうございます。
今年度、県では、がん検診を含
め、総合的に各健診（検診）の受
診を促進するため「やまぐち健診
（検診）受診総合促進事業」とし
て、３師会との連携の下、かかり
つけ薬局からの検診受診勧奨にも
取り組むこととしております。
災害時対応については、令和２
年度に作成した医薬品災害時供給
マニュアルに基づき、令和３年度
から関係者と共に医薬品供給伝達
訓練を行っています。

4



主な質疑・意見等 事務局回答

（樋口委員）
報告資料１
「山口県健康エキスパート薬剤師」制度で現在の登録
者が ２５５人という事ですが数としてはまだまだ少な
いのでしょうか。かかりつけ薬局として利用するなら、
近所の小規模の薬局でも居てほしいという希望がありま
す。今のところ薬局を利用して初めて薬局の対応の仕方
がわかるという、薬局の選択に困る場合があります。薬
の副作用など患者によって差がある場合があります。も
う少し丁寧な説明があればと思った薬局もありました。
エキスパート薬剤師に期待したいです。

報告資料２
大麻関連キーワード検索・投稿者への警告が半年で

290万回の数に驚きました。スマホの活用や薬物に関連
する犯罪に引き込まれないよう高校生を中心に啓発活動
を続けていく事も大切です。

御意見ありがとうございます。
県では、登録者数の目標を６００
人としており、今後増やしていき
たいと考えています。
また、健康エキスパート薬剤師
のいる薬局についてはホームペー
ジやのぼりなどでわかりやすく示
していきます。

御意見ありがとうございます。
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薬学的な健康サポート推進事業

＜背景＞
健康維持・増進への取組の支援及び受診が必要な県民を早期に医療につ

なげるため、薬学的な健康サポートを行う薬剤師の「見える化」を実施

６１名

８名
９名

６７名

１９名

１１名

３８名５４名

現在（R5.6）267名

➢ 山口県健康エキスパート薬剤師登録制度を創設（令和２年度）

報告資料２



○健康サポート
・薬と健康相談キャンペーンの実施

7月、10月頃（機器測定、健康相談会）

○新しい流れへの対応検討
・国のデータヘルス改革を踏まえた健康関連データの活用検討

→ 相談者に応じた薬学的な健康サポートの推進

【令和5年度の取組】

【令和４年度の実績】

「薬と健康相談キャンペーン」として、7月及び11月に、県、県薬剤師

会、事業者が連携した健康相談イベントを商業施設や薬局で実施

商業施設（山口市） 商業施設（宇部市） 商業施設（下関市）



「STOP！大麻！」対策強化事業

【 背景 】

➢ 全国の大麻検挙者数は増加の一途で、過去最多の令和
３年の数を更新しなかったものの、依然高い水準にある

➢ 県内の大麻検挙者数は、これまで減少傾向であったもの
の、令和２年から急増している

➢ 特に若年層の増加が顕著で、県内の大麻検挙者のうち、
20代以下の割合は、令和２年が73％、令和３年が79％、
令和４年が50％であった 乾燥大麻
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大麻事犯の検挙者の推移

山口県

全国

(年)

（人） ★ コロナ禍のため

・SNSの利用が増加

・薬物乱用防止運動の実施が困難

★ SNS等に 「大麻は安全」等の
誤った情報が拡散

ＳＮＳを利用した若者の
大麻入手が急増 懸念

報告資料３



県内の大麻関連キーワード等を投稿・検索している者へ警告動画、画像を配信

誤った情報を鵜呑みにしたり、軽い気持ちで大麻に手を染めることを防ぐ

動画・画像で警告

大麻の違法性等を強く訴えかけ、大麻乱用を未然に防止

【令和５年度の計画】
★ｽﾏｰﾄﾌｫﾝの位置情報を活用し
た警告動画・画像の配信
・SNS以外による大麻の誘いにも
対応するため、大麻情報確認エ
リアへの訪問頻度が高い者を対
象として警告動画配信を実施

★SNSを活用した県民調査
★事業成果の分析・検証

【令和４年度の実績】
★SNSを活用した警告動画・画像の配信
・Twitter、Instagramにおいて、警告を290万回実施

★SNSを活用した県民調査
・アンケート調査を実施し、大麻に対する県民意識
の実態を調査（回答：1039件）

★事業成果の分析・検証
・連携会議において、アンケート調査結果等から、
より効果的な抑止対策を検討



山口県では、「血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」に基づき、医
療にとって不可欠な血液製剤を安定的に確保することを目的として、献血や
血液製剤適正使用の推進に取り組んでいます。

献血インフルエンサー育成事業

【山口県の血液事業について】

10代～30代の献血者数が減少傾向

将来にわたる安定的な血液の確保 懸念

3.1
2.7
2.8
3.1
4.3
3.7
3.8
3.9 
4.2 
4.3 
4.5 
3.1 
3.8 
3.8 

16.4
15.3
14.7
15.4
15.2

14.0
12.8
12.6 
12.5 
12.6 
12.2 

10.9 
11.5 
11.8 

26.8
26.2

24.4
22.9
21.0

19.7
18.5
17.5 
16.4 
16.1 
15.5 

15.4 
14.2 
14.0 

25.8
27.0

28.1
28.4

28.0
29.2

29.4
29.7 

28.9 
28.5 

27.8 
28.4 
26.9 

24.8 

20.3
20.6

21.0
21.3
22.0

23.2
24.6
24.9 

26.0 
26.5 

27.3 
29.4 

30.2 
31.3 

7.6
8.1
8.9
9.0
9.4

10.0
11.0
11.5 
12.2 
12.0 
12.6 
12.9 
13.3 
14.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

H 2 1

H 2 2

H 2 3

H 2 4

H 2 5

H 2 6

H 2 7

H 2 8

H 2 9

H 3 0

R 1

R 2

R 3

R 4

献血者の年齢別構成比の推移（山口県）

16～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳

(%)

(年度)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

0
-4
歳

5
-9
歳

1
0
-1
4
歳

1
5
-1
9
歳

2
0
-2
4
歳

2
5
-2
9
歳

3
0
-3
4
歳

3
5
-3
9
歳

4
0
-4
4
歳

4
5
-4
9
歳

5
0
-5
4
歳

5
5
-5
9
歳

6
0
-6
4
歳

6
5
-6
9
歳

7
0
-7
4
歳

7
5
-7
9
歳

8
0
歳
以
上

山口県の年齢別人口（R4.10月現在）

男性 女性

(人)

10代

将来の献血を担う
若年層献血者の確保

29.6％

46.3％

課
題

献血可能年齢（16～69歳）

報告資料４



献血

高校生の初回献血のきっかけ

「友人等に誘われた」 が上位

背中を押してくれる友人

を一人でも多く育てることが有効

◆ 献血行動に好影響を与える人を 「献血インフルエンサー」 と命名
◆ 意欲のある高校生ボランティアを 「献血インフルエンサー」に起用・任命

全国初！

【令和４年度の実績】

★ ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞｳｴﾋﾞﾅｰ形式で意見募集
★優秀な意見を提出した３校の表彰
★優秀意見の展開
・作成プリントを各校へ配布・活用
・作成クイズを県ＨＰに掲載

【令和５年度の計画】

★模擬献血体験会･研修会等の実施
★若年層献血者確保についての
討議・提案

★高校内外における
献血推進実践活動等



薬工連携医薬品産業強化事業について

①人材育成 （薬工連携ＧＭＰカレッジ）

• 産学公ワーキンググループにおいて、
医薬品製造に関わるＤＸ等の人材
育成プログラムを作成

• 薬工連携ＧＭＰカレッジキックオフセ
ミナーの開催
✓ 山口東京理科大学生向け
✓ 製造所従事者向け

山口東京理科大学生向け

製造所従事者向け

全国トップクラスである県内医薬品産業の更なる強化に向け、
山口東京理科大の薬工連携によるデータサイエンス等を活用し
た人材育成等を実施するとともに、県内医薬品製造所の生産支
援を行います。 ※医薬品原薬（医薬品有効成分）出荷金額 ： 全国3位 （R2年）

医薬品（最終製品）生産金額 ： 全国4位 （R3年）

報告資料５



②人材確保 （県内医薬品産業の魅力発信）

• 学生向け県内製薬企業研究セミナーの開催
• 個別相談体制の整備

製薬企業研究セミナー 個別相談体制の整備

③生産支援 （輸出医薬品の新規生産サポート）

• 輸出医薬品の新規生産に対するＧＭＰ相談支援体制の整備
• 製造所向け説明会の開催

※GMP：Good Manufacturing Practice の略。
高品質の医薬品を安定して製造するために、原材料の受入から製品の製造、出荷までの全ての工程を管理する基準。

紹介冊子の作成


